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〈abstract〉
　The existence of taxable income in the future term is essential for the realization of deferred 
tax assets, the realization becomes uncertain because the amount of taxable income in the 
future is uncertain. This kind of uncertainty becomes the central issue and the most complex 
and subjective matter.
　Therefore, this paper（1）discusses former accounting standards and application guidelines 
for the tax effect accounting and realization of deferred tax assets, （2）addresses some 
characteristics and issues of accounting standards application guidelines No.12 “the application 
guidelines for the realization of deferred tax assets”, （3）concludes by pointing out the 
directionality of appropriate accounting standards and application guidelines for the realization 





磯 貝 　 明
はじめに
　2015 年（平成 27 年）12 月に企業会計基準審議会（ASBJ）は、企業会計基準適用指針第
26 号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（以下「回収可能性適用指針」という）
を公表し、それまでの繰延税金資産の回収可能性に関する実務指針の内容を基本的には踏襲
しつつ必要な改定を加えた。この公表にあたっては、これに先立って 2015 年（平成 27 年）



















に AICPA が公表した APB 意見書第 11 号 ii を端緒として、1960 年代後半から米国で整備さ
れ始めた。この APB 意見書第 11 号では、期間帰属差異の発生年度における損益計算を重
i 繰延税金資産の資産性については、磯貝明［〔1997〕のなかで、
繰延税金資産が従来の資産の定義に合致するか否かについて
の検討を行い、SFAC 第 6 号ならびに IASC 概念フレームワー
クに基づいて資産性の検証を行っている。加えて、SFAS 第

















SFAS 第 109 号 iv においても資産・負債アプローチが採用され、繰延税金資産・負債の認識
についての見解が公表されている v。また，米国においてだけでなく、国際会計基準でも
1994 年 10 月に公表された IAS 公開草案第 49 号、さらに 1996 年 10 月に公表された改定








ながら，この不確実性をもって認識制限を加えた SFAS 第 96 号は、その後、将来の課税所
得の見積りによって回収可能性をその問題とするのなら，回収可能性を判断して評価性引当











v SFAS 第 109 号では、すべての一時差異を認識したうえで全
ての繰延税金資産を認識対象としており、実際にこの SFAS













1975 年（昭和 50 年）6 月に証券取引法に基づいて提出する連結財務諸表の作成基準として
公表された連結財務諸表原則において税効果会計が初めてとりあげられた。また、1976 年



























vii 梶原晃 〔1996〕、p.38。 viii 日本公認会計士協会〔1976〕、第九の三。
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の判断要件については示されていなかった。唯一、日本公認会計士協会が 1998 年（平成 10 年）

































































問題意識が強く露呈することになったからである。2013 年（平成 25 年）12 月に開催された
第 277 回企業会計基準委員会では、日本公認会計協会の公表する税効果会計に関する実務指
針ならびに監査上の実務指針については、ASBJ で審議を行うことが提言され、その結果
ASBJ は、税効果会計専門委員会を設置して、2014 年（平成 26 年）2 月から審議を開始す
ることになった。そのなかで、監査委員会報告第 66 号の問題点について強く意見がでたため、
繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針を先行して討議することになった x。基本的に
は監査委員会報告第 66 号の内容を踏襲しつつ、必要な改定を行ったうえで、2015 年（平成
27 年）5 月に企業会計基準適用指針公開草案第 54 号「繰延税金資産の回収可能性に関する
適用指針」（案）を公表し、公開草案への意見を募集し、意見について検討し、公開草案の
一部の内容を見直したうえで 2015 年（平成 27 年）12 月に、「回収可能性適用指針」の公表
x 前田啓〔2016〕、p.19。





























































　ASBJ は、上述の税効果会計専門委員会を 2014 年（平成 26 年）2 月に設置して審議を開


































【 5 】監査委員会報告第 66 号では、回収可能とされる繰延税金資産の範囲について、「将来
の合理的な見積可能期間（概ね 5 年）内の課税所得の見積額を限度として、スケジューリン
グの結果に基づいて計上される繰延税金資産」とあり、これは「概ね」とはあるものの、実





【 6 】適用時期については、平成 28 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度および事業年度の
















【 1 】公開草案の特徴としての監査委員会報告 66 号の内容からの変更点のうち、【 4 】にあ
げた、スケジューリング不能な将来減算一時差異について、スケジューリング不能であって
も、回収が合理的に説明出来る
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理的な根拠をもって


































































































































　「回収可能性適用指針」の原則適用は、平成 28 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度およ







たがって、この早期適用を実施する会社は、平成 27 年 4 月 1 日における影響額を注記とし
て記載せねばならない。しかしながら、そもそも会計方針の変更として取り扱われるケース
には、「企業が合理的な根拠をもって説明する場合」が要件とされているため、早期適用企
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